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1.  平成22年2月期第3四半期の連結業績（平成21年3月1日～平成21年11月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年2月期第3四半期 33,045 △1.0 199 △2.8 98 △1.6 9 △85.6
21年2月期第3四半期 33,394 △0.8 205 △21.4 100 △42.5 67 341.7

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年2月期第3四半期 1.47 ―
21年2月期第3四半期 10.17 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年2月期第3四半期 19,267 3,992 20.7 614.82
21年2月期 18,965 4,081 21.5 614.46

（参考） 自己資本   22年2月期第3四半期  3,992百万円 21年2月期  4,081百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年2月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00
22年2月期 ― 0.00 ―
22年2月期 

（予想）
8.00 8.00

3.  平成22年2月期の連結業績予想（平成21年3月1日～平成22年2月28日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 45,626 1.1 431 10.1 318 18.3 141 △57.7 21.30



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は４ページ〔定性的情報・財務諸表等〕４．その他をご覧下さい。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は４～５ページ〔定性的情報・財務諸表等〕４．その他をご覧下さい。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、本業績予想作成時点において入手可能な情報に基づき当社が合理的と判断した予想で
あり、潜在的なリスクや不確実性が含まれているため、実際の成果や業績は記載の予想と異なる可能性があります。 
 なお、上記予想に関する事項は、４ページ〔定性的情報・財務諸表等〕３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧下さい。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
 なお、第１四半期連結会計期間から、「財務諸表等の用語、株式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府
令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年2月期第3四半期 6,645,770株 21年2月期  6,645,770株
② 期末自己株式数 22年2月期第3四半期  152,569株 21年2月期  2,569株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年2月期第3四半期 6,639,383株 21年2月期第3四半期 6,644,929株



 当第３四半期連結累計期間（平成21年３月１日～平成21年11月30日）におけるわが国経済は、昨年から続く世界

的な経済不況のなか、中国経済の堅調さや経済政策による下支えもあって緩やかな国内景気の持ち直しが見られる

ものの、需給のバランスは大きく崩れたままであり、企業設備投資や雇用関連の指標にはまだ不安要素が数多く見

られる状況にあります。また、物価が大きく下落するなどデフレの弊害も意識され、「景気の二番底」も懸念され

る状況となっております。 

 当社グループにおきましても、お客様の節約志向の一層の広がりや購買基準の変化などに対応するため、更なる

低価格の打出しやポイントサービスの強化を図り売上高の確保を目指してまいりましたが、買上単価の落込みや異

業種競合店との競合もさらに厳しさを増すなど、前年同四半期と比較し売上高は幾分減少となりました。 

 売上総利益につきましては、競合各社間との低価格競争の激化が大きく影響し、荒利益率及び客数についてはほ

ぼ前年同四半期並みを確保したものの、買上単価の低下などの要因による影響が大きく、前年同四半期と比較し

2.5％の減少となりました。 

 販売費及び一般管理費につきましては、売上総利益の減少分を補うべく、主に人件費、水道光熱費、地代家賃な

どの経費の削減に努めた結果、前年同四半期と比較し2.4％の削減となりました。 

 この結果、当第３四半期累計期間の連結業績は、売上高は33,045,792千円（前年同期は33,394,527千円）、経常

利益は98,563千円（前年同期は100,126千円）、四半期純利益は9,731千円（前年同期は67,611千円）となりまし

た。 

 なお、当第３四半期連結累計期間中において４月に北24条店及び千歳錦町店を改装したほか、６月に千歳市長都

に衣料品店の長都店を新規開店いたしました。 

 また、５月に当社連結子会社であるエル食品株式会社において、従来からの事業内容のうち、経営の効率化を図

る目的で食品事業部を廃止しメディア事業部のみといたしました。 

 平成21年11月30日現在の店舗数は32店舗であります。 

  

  

(1）財政状態の分析  

① 資産  

 当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比較し301,986千円増加し19,267,782

千円となりました。 

 この増加の主な要因は、固定資産において有形固定資産のリース資産の増加が488,911千円あったことなどに

よるものであります。 

   

② 負債  

 当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末と比較し391,805千円増加し15,275,609

千円となりました。 

 この増加の主な要因は、流動負債において短期借入金の減少が913,601千円だったにもかかわらず、リース債

務が流動負債において185,817千円、固定負債において309,698千円それぞれ増加したこと、また固定負債におい

て長期借入金の増加が375,190千円、社債発行による増加が500,000千円であったことなどによるものでありま

す。 

   

③ 純資産 

 当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末と比較し89,819千円減少し3,992,173

千円となりました。 

 この減少の主な要因は、株主配当による減少66,432千円、自己株式の取得による減少50,100千円、その他有価

証券評価差額金の増加16,981千円などによるものであります。 

   

  

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報



(2）キャッシュ・フロー  

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ5,229千円減少し、873,226千円となりました。 

 当第３四半期連結会計期間末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果得られた資金は133,412千円となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益83,479千円、

減価償却費397,057千円、仕入債務の減少188,894千円、法人税等の支払額179,112千円などによるものでありま

す。 

   

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は50,951千円となりました。これは主に定期預金の払戻しによる収入が1,170,000

千円あったこと、定期預金の預入による支出が1,090,000千円あったことなどによるものであります。 

    

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は189,593千円となりました。これは主に長期借入金の借入による収入が1,100,000

千円、社債発行の収入が500,000千円あったものの、短期借入金の減少が913,601千円、長期借入金の返済が

591,110千円、配当金の支払が66,523千円あったことなどによるものであります。 

  

   

 当社グループを取り巻く経営環境は、急速な消費回復は当面望めないことから、今後も引続き厳しい状況が続く

もとの予想しております。 

 当第３四半期業績につきましては、記載のとおり厳しい結果とはなりましたが、今後とも販売促進の強化、人的

効率のアップ、徹底したコストの削減を継続し、売上と利益の確保に努めてまいります。 

 なお、当社グループの連結業績予想につきましては、現時点において平成21年４月17日決算短信にて公表いたし

ました数値から変更はありません。今後、変更がある場合には適切に開示してまいります。  

    

  

 該当事項はありません。   

   

（簡便な会計処理）  

① 棚卸資産の評価方法  

 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 また、棚卸資産の簿価切下げ

に関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっ

ております。 

  

② 固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、当連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。 

  

③ 経過勘定科目の算定方法  

 合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。  

  

④ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法  

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められる場合においては、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予

測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

 また、前連結会計年度末以降に経営環境等、または一時差異等の発生状況に著しい変化が認められる場合に

おいては、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化

の影響を加味したものを利用する方法によっております。  

  

３．連結業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用



（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理）  

税金費用の計算 

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用

しております。 

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。     

  

①「四半期財務諸表に関する会計基準」の適用  

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務

諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

 なお、第１四半期連結会計期間から、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正

する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の

四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

②「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用  

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として売価還元法による原価法によっておりま

したが、第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18

年７月５日公表分）が適用されたことに伴い、主として売価還元法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

 なお、この変更に伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 

  

③「リース取引に関する会計基準」等の適用  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成

20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったこ

とに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、リース契約日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、会

計基準適用初年度の前連結会計年度末における未経過リース料期末残高相当額（利息相当額控除後）を取得価

額とし、期首に取得したものとしてリース資産に計上する会計処理を適用しております。この変更に伴う営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 

  

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,723,226 1,808,455

受取手形及び売掛金 263,683 252,073

商品及び製品 1,845,080 1,766,688

原材料及び貯蔵品 31,315 32,021

繰延税金資産 86,293 87,703

その他 499,970 485,934

貸倒引当金 △510 △514

流動資産合計 4,449,060 4,432,363

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,765,774 3,928,490

車両運搬具（純額） 428 525

土地 7,236,322 7,242,452

建設仮勘定 10,098 6,891

その他（純額） 51,471 64,780

リース資産（純額） 488,911 －

有形固定資産合計 11,553,006 11,243,140

無形固定資産   

ソフトウエア 4,335 5,874

電話加入権 18,228 18,228

無形固定資産合計 22,564 24,103

投資その他の資産   

投資有価証券 186,580 165,369

繰延税金資産 467,496 476,107

差入保証金 2,421,018 2,458,110

その他 157,273 166,601

投資その他の資産合計 3,232,368 3,266,189

固定資産合計 14,807,940 14,533,433

繰延資産   

社債発行費 10,782 －

繰延資産合計 10,782 －

資産合計 19,267,782 18,965,796



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,213,136 3,406,110

短期借入金 3,806,198 4,719,800

1年内返済予定の長期借入金 835,112 701,412

未払法人税等 70 106,387

賞与引当金 304,613 139,278

その他 904,048 943,032

リース債務 185,817 －

流動負債合計 9,248,996 10,016,020

固定負債   

社債 1,100,000 600,000

長期借入金 3,137,389 2,762,199

退職給付引当金 807,753 785,362

役員退職慰労引当金 263,884 293,560

その他 407,887 426,661

リース債務 309,698 －

固定負債合計 6,026,612 4,867,782

負債合計 15,275,609 14,883,803

純資産の部   

株主資本   

資本金 641,808 641,808

資本剰余金 465,258 465,258

利益剰余金 2,941,200 2,997,901

自己株式 △51,143 △1,043

株主資本合計 3,997,124 4,103,924

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △4,950 △21,931

評価・換算差額等合計 △4,950 △21,931

純資産合計 3,992,173 4,081,992

負債純資産合計 19,267,782 18,965,796



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年11月30日) 

売上高 33,045,792

売上原価 24,988,452

売上総利益 8,057,339

営業収入  

不動産賃貸収入 185,399

運送収入 621,342

営業収入合計 806,742

営業総利益 8,864,081

販売費及び一般管理費  

広告宣伝費 461,785

配送費 525,118

販売手数料 524,743

給料及び手当 1,583,405

賞与引当金繰入額 304,613

退職給付費用 88,501

役員退職慰労引当金繰入額 9,044

雑給 1,858,237

水道光熱費 530,184

減価償却費 397,057

地代家賃 787,674

その他 1,594,155

販売費及び一般管理費合計 8,664,521

営業利益 199,559

営業外収益  

受取利息 7,720

受取配当金 3,236

債務勘定整理益 4,079

雑収入 32,139

営業外収益合計 47,176

営業外費用  

支払利息 146,283

社債発行費償却 257

雑損失 1,632

営業外費用合計 148,172

経常利益 98,563

特別利益  

賃貸借契約違約金収入 4,000

固定資産売却益 220

貸倒引当金戻入額 4

特別利益合計 4,224



（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年11月30日) 

特別損失  

固定資産売却損 6,941

固定資産除却損 7,886

投資有価証券評価損 4,000

減損損失 480

特別損失合計 19,307

税金等調整前四半期純利益 83,479

法人税等 65,849

過年度法人税等 7,898

四半期純利益 9,731



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 83,479

減価償却費 397,057

長期前払費用償却額 6,112

減損損失 480

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4

賞与引当金の増減額（△は減少） 165,335

退職給付引当金の増減額（△は減少） 22,390

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △29,676

受取利息及び受取配当金 △10,956

その他の営業外損益（△は益） △34,586

支払利息 146,283

固定資産売却損益（△は益） 6,721

その他の特別損益（△は益） △4,000

固定資産除却損 7,886

投資有価証券評価損益（△は益） 4,000

売上債権の増減額（△は増加） △11,609

たな卸資産の増減額（△は増加） △77,686

仕入債務の増減額（△は減少） △188,894

未払消費税等の増減額（△は減少） 6,203

預り保証金の増減額（△は減少） △4,722

その他 △60,342

小計 423,472

利息及び配当金の受取額 7,912

その他の収入 32,139

利息の支払額 △149,367

その他の支出 △1,632

法人税等の支払額 △179,112

営業活動によるキャッシュ・フロー 133,412

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △1,090,000

定期預金の払戻による収入 1,170,000

有形固定資産の取得による支出 △65,153

有形固定資産の売却による収入 3,404

差入保証金の差入による支出 △28,726

差入保証金の回収による収入 68,993

繰延資産の取得による支出 △11,039

その他 3,472

投資活動によるキャッシュ・フロー 50,951



（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年11月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △913,601

長期借入れによる収入 1,100,000

長期借入金の返済による支出 △591,110

リース債務の返済による支出 △168,258

社債の発行による収入 500,000

自己株式の取得による支出 △50,100

配当金の支払額 △66,523

財務活動によるキャッシュ・フロー △189,593

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,229

現金及び現金同等物の期首残高 878,455

現金及び現金同等物の四半期末残高 873,226



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

 なお、第１四半期連結会計期間から、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内

閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結

財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自平成21年３月１日 至平成21年11月30日）  

 当社及び連結子会社は生鮮食料品を中心に一般食料品及びファミリー衣料品を販売の主体とするスーパーマー

ケット事業を主要事業として営んでおります。 

 これらスーパーマーケット事業部門の売上高、営業損益の金額は全セグメントの売上高の合計、営業損益の合

計額に占める割合がいずれも90％超でありますので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。   

  

当第３四半期連結累計期間（自平成21年３月１日 至平成21年11月30日）  

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないので、該当事項はありません。  

  

当第３四半期連結累計期間（自平成21年３月１日 至平成21年11月30日） 

 海外売上高がないので、該当事項はありません。   

  

 当社は、平成21年11月20日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき自己株式の取得に関する事項を決議し、その決議に基づき自己株式を取得してお

ります。この結果、当第３四半期連結累計期間において、自己株式が50,100千円増加し、当第３四半期連結会計

期間末において自己株式が51,143千円となっております。 

   

 平成21年12月18日開催の取締役会において、当社の100％子会社であるエル食品株式会社及び株式会社アップ

ルを吸収合併することを決議いたしました。  

  

１．合併の目的  

当社グループの事業を統合することにより企業価値の向上と管理コストの削減を図るためであります。 

  

２．合併の要旨  

(1）合併の日程 

（注）本合併は、当社においては、会社法第796条第３項に基づく簡易合併手続により、エル食品株式会社

及び株式会社アップルにおいては、会社法第784条第１項に基づく略式合併手続により、株主総会の

承認決議は経ずに決定しております。 

  

(2）合併方式 

 当社を存続会社とする吸収合併方式で、エル食品株式会社及び株式会社アップルは解散いたします。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

〔所在地別セグメント情報〕

〔海外売上高〕

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（７）重要な後発事象

① 合併決議取締役会 平成21年12月18日 

② 合併契約締結 平成21年12月18日 

③ 合併の予定日（効力発生日） 平成22年３月１日 



(3）合併比率 

 新たに新株を発行しない方式によるため、該当事項はありません。 

  

(4）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い  

 該当事項はありません。  

  

３．合併当事会社の概要 

（注）資本金、純資産、総資産及び経営成績の金額は、平成21年２月期のものを記載しております。  

  

４．合併後の状況 

 本合併による当社の商号、事業内容、本店所在地、代表者の役職・氏名、資本金の額及び事業年度の末日の

変更はありません。 

  

５．今後の見通し 

 本合併は当社100％出資の連結子会社の吸収合併であるため、連結業績への影響は軽微であります。 

    

（１）商号 
北雄ラッキー株式会社 

（存続会社） 

エル食品株式会社 

（消滅会社） 

株式会社アップル 

（消滅会社） 

（２）主な事業内容 
食料品を主力とするスーパ

ーマーケット小売業 

書籍・ＣＤの販売及びＣＤ

のレンタル 

（TSUTAYA FC店） 

損害保険の販売代理業 

（３）設立年月日 昭和46年４月３日 昭和59年11月15日 平成７年２月２日 

（４）本店所在地 
北海道札幌市中央区北十一

条西十九丁目36番35号 

北海道札幌市中央区北十一

条西十九丁目36番35号 

北海道札幌市中央区北十一

条西十九丁目36番35号 

（５）代表者の役職氏名 
代表取締役社長 

川端 敏 

代表取締役社長 

田中 嘉久 

代表取締役社長 

桐生 泰夫 

（６）資本金の額 641百万円 10百万円 10百万円 

（７）発行済株式数 6,645,770株 200株 200株 

（８）純資産 4,081百万円（連結） 120百万円（単体） 72百万円（単体） 

（９）総資産 18,965百万円（連結） 216百万円（単体） 77百万円（単体） 

（10）事業年度の末日 ２月末日 ２月末日 ２月末日 

（11）大株主及び持株比率 

桐生 泰夫 18.91％ 

北雄ラッキー㈱ 100％ 北雄ラッキー㈱ 100％ 
田中 嘉久 7.75％ 

千葉 敬一 5.27％ 

㈱北洋銀行 4.82％ 

（12）経営成績        

売上高 45,112百万円  647百万円 16百万円 

営業利益（損失△） 392百万円 △0.4百万円 △2百万円 

経常利益（損失△） 269百万円 13百万円 △1百万円 

当期純利益（損失△） 334百万円 △4百万円 △0.6百万円 



「参考資料」  

前年同四半期に係る財務諸表等 

（１）（要約）四半期連結損益計算書 

前第３四半期連結累計期間（平成20年３月１日～11月30日） 

  

科   目 

前年同四半期 

（平成21年２月期 

第３四半期） 

金額（千円） 

Ⅰ 売上高  33,394,527

Ⅱ 売上原価  25,131,754

売上総利益  8,262,773

Ⅲ 営業収入  823,873

営業総利益  9,086,646

Ⅳ 販売費及び一般管理費  8,881,319

営業利益  205,327

Ⅴ 営業外収益  46,915

Ⅵ 営業外費用  152,116

経常利益  100,126

Ⅶ 特別利益  42,711

Ⅷ 特別損失  8,485

税金等調整前四半期純利益  134,351

税金費用  66,740

四半期純利益  67,611



前第３四半期連結累計期間（平成20年３月１日～11月30日）  

  

（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

  

前年同四半期 

（平成21年２月期 

第３四半期） 

区分 金額（千円） 

  

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純利益  134,351

減価償却費  227,983

長期前払費用償却費等  8,537

減損損失  5,704

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △19,036

賞与引当金の増減額（減少：△）  247,362

退職給付引当金の増減額（減少：△）  19,473

役員退職慰労引当金の増減額（減少：

△） 
 △4,243

受取利息及び受取配当金  △13,958

その他の営業外収益  △32,956

支払利息  147,712

その他の営業外費用  4,404

固定資産売却損  1,984

固定資産除却損  796

投資有価証券売却益  △23,674

売上債権の増減額（増加：△）  △101,545

たな卸資産の増減額（増加：△）  △179,649

仕入債務の増減額（減少：△）  1,119,904

未払消費税等の増減額（減少：△）  △30,028

預り保証金の増減額（減少：△）  △20,814

その他  166,410

小計  1,658,717

利息及び配当金の受取額  10,789

その他営業外収益の受取額  27,719

利息の支払額  △151,029

その他営業外費用の支払額  △4,404

法人税等の支払額  △49,526

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,492,267

  



  

前年同四半期 

（平成21年２月期 

第３四半期） 

区分 金額（千円） 

  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の預入による支出  △1,390,000

定期預金の払戻による収入  1,390,000

有形固定資産の取得による支出  △645,855

有形固定資産の売却による収入  700

無形固定資産の取得による支出  △4,950

投資有価証券の取得による支出  △959

投資有価証券の売却による収入  40,376

差入保証金の増加による支出  △29,133

差入保証金の減少による収入  158,795

長期前払費用の増加による支出  △1,038

その他  △10,473

投資活動によるキャッシュ・フロー  △492,537

  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の増減額（減少：△）  849,453

長期借入金の返済による支出  △1,033,083

自己株式の取得による支出  △1,043

配当金の支払額  △66,106

財務活動によるキャッシュ・フロー  △250,779

  

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  748,950

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  729,055

Ⅵ 現金及び現金同等物の第３四半期末残高  1,478,005

  



生産、受注及び販売の状況  

(1）販売実績 

 当第３四半期連結累計期間の販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．主な商品別の販売実績は次のとおりであります。 

  

６．その他の情報

事業部門名 
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年11月30日） 

前年同期比（％） 

スーパーマーケット事業部門（千円）  32,813,172 － 

その他の事業部門（千円）  232,619 － 

合計（千円）  33,045,792 － 

商品別 販売実績（千円） 構成比（％） 

スーパーマーケット事業部門     

食料品     

青果  3,942,903  11.9

精肉  3,088,448  9.4

鮮魚  2,907,476  8.8

惣菜  2,023,642  6.1

日配品  4,835,194  14.6

グロサリー  8,694,423  26.3

菓子  1,644,040  5.0

食料品その他  222,796  0.7

計  27,358,926  82.8

衣料品     

婦人  994,060  3.0

紳士  343,577  1.0

子供  279,263  0.9

服飾寝具  935,596  2.8

肌着靴下  1,019,060  3.1

計  3,571,558  10.8

住居品     

日用品  602,636  1.8

家庭雑貨  343,668  1.1

住居品その他  373,923  1.1

計  1,320,228  4.0



 （注） テナント売上は歩合制家賃のテナントに係るものであります。 

  

(2）仕入実績 

 当第３四半期連結累計期間の仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．主な商品別の仕入実績は次のとおりであります。 

  

商品別 販売実績（千円） 構成比（％） 

テナント売上  562,458  1.7

小計  32,813,172  99.3

その他の事業部門  232,619  0.7

合計  33,045,792  100.0

事業部門名 
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年11月30日） 

前年同期比（％） 

スーパーマーケット事業部門（千円）  25,179,844 － 

その他の事業部門（千円）  107,734 － 

合計（千円）  25,287,578 － 

商品別 仕入実績（千円） 構成比（％） 

スーパーマーケット事業部門     

食料品     

青果  3,090,985  12.2

精肉  2,160,150  8.6

鮮魚  2,118,668  8.4

惣菜  1,132,929  4.5

日配品  3,494,228  13.8

グロサリー  7,588,088  30.0

菓子  1,220,589  4.8

食料品その他  192,138  0.8

計  20,997,779  83.1

衣料品     

婦人  701,228  2.8

紳士  238,669  0.9

子供  212,167  0.8

服飾寝具  709,361  2.8

肌着靴下  747,156  3.0

計  2,608,584  10.3



 （注） テナント仕入は歩合制家賃のテナントに係るものであります。 

  

商品別 仕入実績（千円） 構成比（％） 

住居品     

日用品  505,558  2.0

家庭雑貨  247,419  1.0

住居品その他  313,210  1.2

計  1,066,188  4.2

テナント仕入  507,292  2.0

小計  25,179,844  99.6

その他の事業部門  107,734  0.4

合計  25,287,578  100.0
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